ネットワーク型基幹研究プロジェクト 実績報告書（令和４年度）

1． プロジェクト名：グローバル地域研究推進事業 

2． プロジェクト代表者名： 東ユーラシア研究プロジェクト

３．研究概要（研究目的、基本計画における当該年度の目的）
　本プロジェクトの目的は「東ユーラシアの文化衝突とウェルビーイング」の解明である。巨大国家である中国とロシアを抱える東ユーラシアの存在がグローバル世界に及ぼす影響力を、文化の衝突とウェルビーイング（幸福感）という視点で捉えようとしている。政策や国際関係、経済のグローバル化を踏まえながらも、中国・ロシアおよびその隣接国家に暮らす人々に焦点をあて、彼らの行う宗教、文化、経済、政治などにかかわる活動が、いかなる文化衝突を引き起こし、また共生を生み出したのか、近現代史的背景を踏まえながら展開の実態を明らかにする。４つの機関が基軸となって継続的研究体制を作ることで、この問題に関わる国内外の研究者のネットワーク化と次世代育成を行い、広い意味での国際共同研究を担う拠点となることをめざす。また論文・学術図書・社会発信を行うとともに、最終的には４つの機関が中心となった東ユーラシア研究に関わる学術論文集を刊行する。
　今年度はとりわけ研究拠点の組織作りを行い、６年間の研究の方向性とテーマを確定を行った。具体的には、４つの拠点による４つのテーマ「少子高齢化と葛藤」「宗教とサブカルチャー」「マイノリティ の権利とメディア」「越境とジェンダー」に関わる問題を軸として、相互に連携できる体制の準備に尽力した。また HP を作成し、情報整理と発信の体制を構築した。さらに拠点毎にセミナーやシンポジウムを実施し、拠点の研究活動の活性化と関連する国内外の研究者の連携体制や次世代研究者支援の体制の準備を進めることができた。
　これに関わり、本プロジェクトを構成する各拠点では以下の取り組みを実施することとした。

（東北大学東北アジア研究センター拠点（中心拠点））
マイノリティの権利とアイデンティティ、ソーシャルメディアと社会運動、災害・紛争によるマイノリティの生成に着目しながら、マイノリティが作り出すグローバリズムを明らかにする。令和 4 年度は立ち上げとして、研究分担者間での打ち合わせによるブレーンストーミングを積み重ね、研究の方向性とテーマを確定する。また国際ネットワーク網の支援構築を開始する。

（神戸大学国際文化学研究推進センター拠点）
少子高齢化、移住労働、トランスボーダーなどによって起きる葛藤や社会変化に着目しながら地域を超えた諸問題と地域の相互作用や地域における比較などを行う。令和4 年度は立ち上げとして、研究分担者を中心としたアプローチの検討、具体的トピックの選定と研究スケジュールについて、分担者間での打ち合わせによるブレーンストーミング、研究会を積み重ねる。同時に研究分担者および研究協力者、海外の協力研究者を必要に応じて補充し、研究実施体制を整備する。

（国立民族学博物館東ユーラシア地域研究拠点）
社会主義を経験した地域において宗教やサブカルチャーがグローバルな関係性の中でどのようにして人々の希望を作り出している点に焦点を当て、当該地域の人々が、新たに生み出された文化によっていかなる幸福感と文化衝突が生じているのかを明らかにする。令和4年度は立ち上げとして、研究分担者間での打ち合わせによるブレーンストーミングを行い、研究の方向性とテーマを確定する。また研究協力者候補による研究会を随時組織し、成果発信にむけた体制作りを行う。秋ごろをめどに拠点のホームページを立ち上げる。このほか、海外調査を実施すると同時に、国際ネットワーク網の支援構築を開始する。

（北海道大学スラブ・ユーラシア研究センター拠点）
ボーダースタディーズなどの理論的枠組を踏まえ、越境とジェンダーに関わる問題に焦点を当てながら東ユーラシアにおけるマクロなエリアとミクロなリージョンの位相差と多面性の解明、地域を超えた諸問題と地域の相互作用や地域における比較を行う。令和 4 年度は立ち上げとして、研究分担者の公募を実施し、分担者間での打ち合わせによるブレーンストーミングを積み重ね、研究の方向性とテーマを確定する。また研究協力者候補による研究会を随時組織し、成果発信にむけた体制作りを行う。

各拠点間に通底するテーマとして共有することになったのは、ポストコロナとロシアによるウクライナ侵略戦争（以下、ウクライナ戦争）を視座である。前者は全世界的の社会のあり方を変えてしまっており、また後者は東ユーラシア研究をする上ではもっとも重要な視点である。

４．年次計画の進捗状況及び今後のプロジェクトの推進方策
　進捗状況：概ね順調に進展している。

・研究組織体制
研究組織にあっては、各拠点の研究者を中心として、連携できる研究機関の研究者を入れた研究体制を作った。おおむねメンバー（拠点構成員と研究分担者）はそれぞれ10名程度である。これに加えて、研究力者には次世代研究者や関連研究者を柔軟に組み込む体制を作った。特質すべきは、北大拠点が、分担研究者の公募を行い、アメリカ・ミシガン大学からの研究者をメンバーとしたことである。
東ユーラシア研究全体のHP（http://www2.cneas.tohoku.ac.jp/ees22/index.html）および各拠点毎のHPも構築した。また東ユーラシア研究メンバー全員がはいるメーリングリストを用意することで、情報交換の基盤を整えた。
2023年1月に行われた全体集会ではオンラインもふくめて40名程度が参加した。内容は、東ユーラシア研究代表による基調講演、拠点長パネル討論、各拠点メンバーによる研究発表、拠点間交流事業についての意見交換会であった。これを通して6年間の研究進展と拠点間交流の運営についての確信を得た。

・研究会・セミナー
それぞれの拠点では年度内に3/4回〜20回の定例の研究会活動をおこない、メンバーの研究進捗状況やゲスト発表を加えることで新しい知見を導入することに工夫している。またジャーナリストや音楽家などの実務家を交えた研究会をおこなうことで、アカデミアに留まらない研究会活動を行った。
そのなかで特筆すべきは以下である。
東ユーラシアの政治危機にかかわる公開研究会である。具体的には北大拠点による企画「ウクライナ戦争を考える：世界や日本はどう向き合うべきか」(2022/5/28、名古屋外国語大学)と神戸大学拠点による企画「東アジアをまなぶ　中国におけるモンゴル人ジェノサイドと日本―現代の民族問題と国際関係」（神戸大拠点：2023年3月4日、県立広島大学）である。

・国際交流
　各拠点が基軸となってセミナー・シンポジウムなどを多数開催した。特にウクライナ戦争に絡んで企画は、2回実施したのが大きな特徴である。またモンゴルの宗教や社会に関わる企画がおこなわれたほか、イギリスの大学との連携が進んだ。特に国際交流事業に関わり、拠点間の連携企画が実施できたことは今後の展開にとって重要である。
[bookmark: _GoBack]ウクライナ戦争に絡んでは民博拠点と北大拠点の合同セミナー「Ukrainian Culture and Art Since the Maidan」（2023/2/24）では、アメリカの研究者2名（スタンフォード大学、カリフォルニア・サン・ディエゴ大学）を招へいし、北大メンバーと三名で戦争に反対するウクライナ人文化実践の報告をおこなった。また東北大拠点はフィンランド・イギリスから若手研究者二名を招へいし、「ロシア先住民の今日的葛藤」を題する集会を行い（2023/3/4）、ロシアの少数民族辺境地域の軍事化などについての討論会を行った。
また民博拠点は、国際シンポジウム「Buddhist Practices and Reincarnated Lamas in Contemporary Mongolia」（民博・2022/12/17-18)を開催した。モンゴル人の研究者（モンゴル科学アカデミー歴史学・民族学研究所・モンゴル国立大学）を含む、国内外9名が報告者となり、チベット仏教僧の活仏現象が今日のモンゴル及びその隣接地域にどのような政治社会的影響をもたらすのか検討した。
拠点間連携事業としてはさらに神戸大拠点と東北大拠点が連携して、「現代モンゴルにおける都市＝草原関係の変容とウェルビーイング」（神戸大学、2023/2/9）を実施した。ここでは次世代研究者を含む国内研究者がモンゴルにおける移民や都市離散民に現状とコロナの影響について報告した。このときには、オックスフォード大学から基調講演として招へいした。なお、神戸大と東北大拠点は、同大学及びケンブリッジ大学のモンゴル研究者と連携強化している。
こうした結果、英国オックスフォード大学、ケンブリッジ大学、イーストアングリア大学、フィンランドヘルシンキ大学、モンゴル科学アカデミー・モンゴル国立大学、アメリカ・スタンフォード大学などの研究者と連携をすることができた。こうした研究者との国際共同研究の実施が望まれる。

・次世代育成
令和4年度末の時点で研究協力者を含むメンバー（拠点構成員と研究分担者）は65名いるが、このうち40才以下の若手は14名と20％を越えている。これをうけて、それぞれの拠点では独自のかたちで次世代育成事業を行っている。フィールドワークなどの現地調査支援、英文校閲など支援を行った。
　特筆すべき事項としては、（１）本テーマに関心を持つポストドクター、助教等を、各研究分担者が組織するトピック別研究会へのジュニアメンバーとしての参加を呼びかけたことがある。また（２）東北大拠点で研究協力者として関わった若手研究者は、令和５年度　人間文化研究機構若手研究者海外派遣プログラムとして採択された。

・成果
こうした活動の結果、論文55報、分担執筆39本、単著3冊、編著・共著が12冊、口頭発表は245本、新聞雑誌等は103件と、数多くの研究成果が発表された。
このなかで特筆すべきは、（1）分担執筆・島村一平「The Legacy of the Mongol Empire in Mongolia」T. May and M Hope eds.『The Mongolian World』New York and London: Routledge (2) 口頭発表・冨田敬志「Reconstruction of pastoral management and local milk supply in suburban areas」国際会議「6th Oxford Interdisciplinary Desert Conference」英国オックスフォード大学、2023/3/16、（3）分担執筆・高倉浩樹「Nature on the Move: Boreal Forest, Permafrost, and Pastoral Strategies」J.Ziker et al eds. 『The Siberian World』New York and London: Routledge.（4）共編著：岩下明ほか編『Geo-Politics in Northeast Asia』Routledge, 2022である。
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１．プロジェクト名：＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

２．プロジェクト代表者名：＊＊　＊＊（機関名）

	


	３．研究概要（研究目的、基本計画における当該年度の目的）
	　本プロジェクトは、・・・・することを目的としており、・・・・に取り組むことで、・・・・を目指している。
今年度は、年次計画において、・・・・のため、プロジェクト全体で、・・・・を実施する。…
また、本プロジェクトを構成する各ユニット（拠点）では、以下の取組を実施することとした。
（Aユニット（拠点））
中間評価での助言を踏まえ、・・・・研究会を開催し、得られた知見を基に報告書刊行に向けた準備を行うことで、・・・・の創出につなげる。…
（Bユニット（拠点））
・・・・データベースを構築し、これらを活用した研究や社会普及に向けたコンテンツを開発することで、・・・・の研究資源を整備する。…



　
	
※ プロジェクトの最終目的及び年次計画の目的を記載してください。
　年次計画の目的の記載に当たっては、最終目的の達成に向け、当該年度の計画が、どのようなアプローチを意図しているのか、重要性があるのかという点を理解できるように記載してください。

※ ６年間の取組全体が分かるように、ロードマップを参考資料として、別添してください（既存の資料（基本計画の抜粋等）で可）。



	[bookmark: _Hlk129887988]４．年次計画の進捗状況及び今後のプロジェクトの推進方策
	進捗状況：概ね順調に進展している。

・・・・との連携を強化し、プロジェクト全体で・・・・を実施した。…
Bユニット（拠点）では、・・・・で調査を実施し、当該地域において研究会を開催し、その内容は現地のテレビ局や○○新聞等で広く報道され、○○○といった評価を得た。（別添資料１）また、当該調査に基づいた調査報告書刊行の準備を進め、・・・・社との間で、出版契約を締結した。
さらに、 Ｄユニット（拠点）では、・・・・データベースの精緻化のための基礎研究を行うとともに、・・・・件の搭載データを公開した。…

今後の推進方策については、国際研究集会において各ユニットが協働したセッションを、＊年度に実施し、最終とりまとめに向けた準備を始める。また、調査報告書を＊年度に刊行するとともに、展示を実施することで、研究成果を地域に還元する予定である。さらに、＊年度前半にデータベースと連携させ、・・・・を開発し、利用者数の増加を図る予定である。…



　　　　
	※ ６年計画における当該年度の年次計画の進捗状況が分かるように、プロジェクトの活動を、具体的に記載してください。また、それらの記載を踏まえ、プロジェクトとして、自己点検を行い、以下の区分で判断をしてください。
［区分］（１）当初の計画以上に進展している。
（２）概ね順調に進展している。
（３）やや遅れている。
（４）遅れている。
なお、プロジェクト・ユニット（拠点）の取組を網羅的に記載する必要はありません。

※ プロジェクトの特徴的な取組・特筆すべき成果に係る記載については、下線を引いてください。また、当該研究成果等について外部から評価された場合（学術界や社会等の反響、海外の研究機関・研究者等からの評価等がある場合）は、併せて記載してください。創発センターの『自己点検評価報告書』、中間評価・最終評価の際の各種報告書の素案を機構本部で作成する際に、参考にさせていただきます。

※ 感染症や自然災害による影響及び社会情勢の変化等を踏まえて、特に工夫をされた取組（オンラインへの変更や研究活動への反映等）があれば、記載してください。

※ さらに、年次計画の進捗状況を踏まえて、今後のプロジェクトの推進方策を記載してください。また、基本計画の変更あるいは研究を遂行する上での課題があれば、その対応策等も含めて記載してください。


※ 必要に応じて、本文中に図表や写真を用いることも可能です。また、記載内容の根拠を提示するため、資料・データ（予稿集、新聞記事等）を添付することも可能です（１プロジェクト５点程度まで）。計画の達成状況が分かるのであれば、資料の全てを添付いただく必要はありません。（例えば、書籍を根拠資料とする場合には、書誌情報のみとするなど）


※ 実績報告書は、ユニット（拠点）単位ではなく、プロジェクト全体として作成してください。　
なお、ネットワーク型基幹研究プロジェクト「グローバル地域研究推進事業」については、総括班及び４プロジェクト、それぞれ報告書を作成
し、民博で取りまとめの上、５本分の報告書を提出してください。
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